
（平成２１年１２月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 15 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城厚生年金 事案 1077 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失

日に係る記録を昭和 39 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

２万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年６月１日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 30 年にＡ社に入社して以来、平成９年に退職するまで同

社に勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無く、事務

手続上のミスと思われるので、加入記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、健康保険組合の回答及び同僚の証言から判断すると、

申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 39 年７月１日にＡ社Ｂ支店から同

社Ｃ工場に異動）、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ支店に

おける昭和 39 年５月の社会保険事務所の記録から２万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 1078 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を平成８年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 13 万

4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の趣旨 

申 立 期 間 ： 平成８年１月 31 日から同年２月１日まで 

私は、Ａ社に平成８年１月 31 日まで勤務していたが、厚生年金保険

料の資格喪失日が同日になっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、事業主の回答及び申立人が保管する給与明細書により、

申立人がＡ社に平成８年１月 31 日まで勤務し、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における

平成７年 12 月の社会保険庁のオンライン記録から、13 万 4,000 円とする

ことが必要である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付の義

務の履行については、事業主は、申立人に係る資格喪失日を誤って届出し

たことを認めており、当該事業所が保管している健康保険厚生年金保険被

保険者資格喪失確認通知書において、申立人の資格喪失日が平成８年１月

31 日と記載されていることから、事業主が同日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年１月の保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 1079 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係

る記録を平成８年 10 月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 19 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 10 月 26 日から同年 12 月１日まで 

    私は、平成７年２月 10 日からＡ社の販売店に勤務していたが、８年

秋ごろ親会社であるＢ社の経営が苦しくなり、店長をしていたＣ氏がＡ

社の経営を引き継いでからも同社に継続して勤務してきた。 

しかし、厚生年金保険の加入手続が遅れたため、申立期間が未加入と

なってしまった。給与明細書のとおり、申立期間当時、給与から厚生年

金保険料を控除されていることは明白であるので、厚生年金保険の加入

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している給与明細書、事業主及び当該事業所の経理業務を

受託していた税理士事務所社員の証言等から判断すると、申立人は、Ａ社

に平成８年 10 月 26 日から継続して勤務し、申立期間の厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の厚生年金保険

料控除額及び平成８年 12 月の社会保険庁の記録から 19 万円とすることが

妥当である。 

   一方、社会保険庁の記録では、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは平成８年 12 月１日であり、申立期間については適用事業所として

の記録が無い。しかし、同社に係る登記事項証明書により、会社設立が３



年６月 18 日であることが確認できることから、同社は、当該期間におい

て、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所としての要件を満たしてい

たものと判断される。 

   また、申立人は、当該事業所の閉鎖登記簿謄本によれば、申立期間にお

いて取締役であったことが確認できるが、申立人は販売が主業務で、給与

や社会保険の事務に関与していないと主張しており、事業主も申立人の業

務は販売と仕入れであったとしていることから、申立人が厚生年金保険に

係る諸届出に関する職務上の権限を有していたとは認められない。 

   なお、当該期間に係る保険料の事業主による保険料納付義務の履行につ

いては、事業主は適用事業所の要件を満たしておりながら、社会保険庁に

適用の届出を行っていなかったと認められることから、社会保険事務所は、

申立人の申立期間に係る保険料について納入告知を行っておらず、事業主

は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



宮城厚生年金 事案 1089 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 21 年 10 月 31 日から 22 年６月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店（現在は、Ｃ社）における資格

取得日に係る記録を 21 年 10 月 31 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額

を 600 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21 年１月 19 日から 22 年６月１日まで 

    Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険の加入期間について照会をしたとこ

ろ、同社に採用された昭和 21 年１月 19 日から 22 年６月１日まで厚生

年金保険に未加入となっている。 

    しかし、私が交付された勤続年数算定通知書には、当該事業所に採用

された昭和 21 年１月 19 日から勤続年数を算定する旨が記載されており、

採用された日から退職する 61 年９月まで厚生年金保険に加入していた

はずだから、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業所保管の人事記録及び申立期間当時の雇用関係に係る事業主の説明

によると、申立人は昭和 21 年 10 月 31 日からＡ社Ｂ支店に正社員として

勤務していたことが認められる。 

また、事業主に照会したところ、申立人は、昭和 21 年 10 月 31 日に正

社員として入社したと同時に厚生年金保険被保険者資格を取得し、厚生年

金保険料を給与から控除されていたと推察すると回答している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 21 年

10 月 31 日から 22 年６月１日までの期間において厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 



   また、当該期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社Ｂ支店に

おける昭和 22 年６月の社会保険事務所の記録から 600 円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかではないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行っていたか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 21 年１月 19 日から同年 10 月 30 日までの

期間は、当該事業所が保管する人事記録によると、臨時人夫、常傭夫とし

て雇入れされていた期間であることが確認できる。 

しかし、事業主は、申立人が正社員として入社したと同時に厚生年金保

険被保険者資格を取得し、厚生年金保険料を給与から控除されていたと推

察すると説明している。また、社会保険庁の記録から、申立人が厚生年金

保険被保険者資格を取得した年の前後の年に被保険者資格を取得している

８名について、当該事業所保管の人事記録上の正社員としての入社日を確

認したところ、いずれも被保険者資格の取得日と入社日が一致しており、

事業主の説明は合理的なものと判断できる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1095 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 35 年６月 13 日から 38 年９月 26 日まで 

    Ａ市にあるＢ社に勤務していた昭和 35 年から 38 年までの期間につい

て、42 年４月 21 日に脱退手当金が支給されたことになっているとのこ

とだが、私は受け取った覚えが無い。 

昭和 38 年９月にＢ社を退職して、同年 10 月には結婚しＣ市に引っ越

したので、脱退手当金を請求するはずがない。 

Ｂ社に勤務していた期間を厚生年金保険の期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約３年６か月後の昭和 42 年４月 21 日に支給決定されたこととな

っており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人は脱退手当金の支給決定日後に国民年金の強制加入対象者

となったが、その際速やかに国民年金に加入し保険料を納付していること

を踏まえると、当時脱退手当金を請求する意思を有していたとは認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



宮城厚生年金 事案 1097 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格取得日に

係る記録を昭和 44 年 11 月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６

万 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 11 月 16 日から 45 年３月 16 日まで 

    Ａ社で勤務した期間の厚生年金保険加入期間について照会したところ、

昭和 44 年 11 月 16 日に同社本社で資格喪失、45 年３月 16 日に同社Ｂ

支社で資格取得となっており、空白期間が生じていました。 

昭和 44 年 11 月に転勤をしましたが、勤務は継続していたので申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び申立人の人事異動に関する説明から判断すると、申

立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 44 年 11 月 16 日にＡ社本社から同社

Ｂ支社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社におけ

る昭和 45 年３月の社会保険事務所の記録から６万 8,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を事業主が納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかではないと判断せざ

るを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



宮城国民年金 事案 1037 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 63 年１月から同年３月まで 

    国民年金保険料納付記録の照会申出書を提出したところ、申立期間に

ついて、保険料の納付事実が確認できなかったとの回答をもらった。 

私は、申立期間当時はＡ市Ｂ地区に住んでおり、会社を退職した後に

国民年金の加入手続を行い、保険料を納付したと思うので、調査して記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付について、

昭和 63 年２月ごろにＡ市Ｂ地区にあった社会保険事務所で行ったと思う

としているが、国民年金の加入手続は社会保険事務所で行うことができな

い上、申立期間当時はＡ市Ｂ地区に社会保険事務所は存在しない。 

また、社会保険事務所の記録及びＣ市保管の国民年金被保険者名簿によ

ると、申立期間は未加入期間となっており、当時居住していたＡ市におい

ては、国民年金の加入記録が無いことから、納付書が発行されることは無

い上、別の国民年金手帳記号番号が発行されたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

さらに、Ｃ市保管の国民年金被保険者名簿によると、申立人は、平成

13 年７月１日（平成 13 年７月 10 日届出）に初めて同市において国民年

金に加入していることが確認できる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1038 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年７月から 39 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年７月から 39 年２月まで 

    社会保険事務所から、申立期間については国民年金の加入事実が確認

できないとの通知をもらった。 

しかし、亡くなった母が、私のために、20 歳を迎えるに当たって国

民年金への加入手続をしてくれたことをよく覚えている。 

加入手続をしてくれた親に対して残念と思う一念で申立てをした。申

立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録及び社会保険事務所が保管する国民年金手

帳記号番号払出簿によれば、申立人の記号番号は、昭和 47 年ごろにＡ県

において払い出され、同年８月 23 日に任意で資格取得していることが確

認でき、別の記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たら

ないことから、申立期間は未加入期間であって国民年金保険料の納付書は

発行されなかったものと考えられる。 

また、申立人は、国民年金保険料の納付に関与しておらず、加入手続及

び保険料を納付していたとする申立人の母親は既に亡くなっていることか

ら、加入手続及び保険料納付の有無に関する申立期間当時の状況が不明で

ある。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1080 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年８月から同年 10 月 21 日まで 

② 昭和 45 年３月 25 日から同年７月 20 日まで 

          ③ 昭和 47 年６月から同年 10 月まで 

          ④ 昭和 47 年 10 月から 48 年２月まで 

          ⑤ 平成４年６月 10 日から５年８月２日まで 

          ⑥ 平成７年４月から８年 10 月まで 

    私は、申立期間①についてはＡ施設、申立期間②についてはＢ施設、

申立期間③についてはＣ施設、申立期間④についてはＤ施設で仕事をし、

また、申立期間⑤についてはＥ社、申立期間⑥についてはＦ社で仕事を

して働いていた。 

申立期間については、勤務していたことは間違いないので被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立てに係る事業所はＧ社Ａ施設であると確認で

きるところ、社会保険庁のオンライン記録によると、同事業所は昭和 42

年９月４日に厚生年金保険の適用事業所となり 58 年５月１日に適用事業

所ではなくなっていることから、申立期間は適用事業所であったことが確

認できる。 

しかしながら、申立期間に当該事業所において厚生年金保険の加入記録

のある同僚 11 名に照会したところ、回答があった 10 名はいずれも申立人

を覚えていないと回答しており、申立人が勤務していたこと、及び厚生年

金保険の加入状況は確認できなかった上、申立人が記憶している同僚２名

の姓も申立期間の加入者には見当たらない。 



また、当該施設の現在の支配人は「正職員であれば当該施設を開始した

ときからの記録が残っているが、申立人の氏名は無い。当時のことを知っ

ている者によると、臨時職員であれば入社後２、３か月は社会保険には加

入させていなかったとのことである。」と回答している。 

   申立期間②について、申立人はＢ施設に勤務し、その経営会社はＨ社で

あるとしているが、調査の結果、申立てに係る事業所はＩ社であることが

確認でき、社会保険庁のオンライン記録によると、同事業所は昭和 39 年

11 月 17 日に厚生年金保険の適用事業所となり 59 年８月 21 日に適用事業

所ではなくなっていることが確認できる。 

   しかしながら、申立人が記憶している同僚のうち、社会保険庁のオンラ

イン記録で確認でき申立人と同時期に勤務していた２名に照会したところ、

回答があった１名は「申立人が勤務していたことは知っているが正社員か

どうかは不明であり、厚生年金保険に加入していたかどうかについても不

明である。」としている。 

   また、当時の代表取締役は既に死亡しており、事情を聴くことはできな

い。 

   さらに、社会保険庁のオンライン記録において、申立人が勤務したと主

張しているＢ施設及び経営会社と主張しているＨ社については、いずれも

該当する厚生年金保険の適用事業所が確認できないほか、Ｈ社と類似の事

業所名で厚生年金保険の適用事業所となっている３社についても調査した

が、社会保険庁のオンライン記録及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿

に申立人の氏名は見当たらない。 

   申立期間③について、申立人はＣ施設に勤務し、その経営会社はＪ社で

あるとしているところ、調査の結果、申立てに係る事業所はＪ社であるこ

とが確認できるが、社会保険庁のオンライン記録によると、同事業所は厚

生年金保険の適用事業所として確認することができない。 

また、申立人は同僚の姓を記憶しているが、名前及び生年月日を記憶し

ていないことから特定することができず、申立内容について事情を聴くこ

とができない。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録において、申立人が勤務したと主

張しているＣ施設及びにＣ施設と類似の事業所名の２事業所についても、

厚生年金保険の適用事業所として確認することができない。 

申立期間④について、申立人はＤ施設に勤務し、その経営会社はＫ社で

あるとしているが、調査の結果、申立てに係る事業所はＬ社であることが

確認でき、同僚の証言により、申立人が同社に勤務していたことは推認で

きる。 

しかしながら、社会保険庁のオンライン記録によると、当該事業所は昭

和 48 年２月７日に厚生年金保険の適用事業所となっていることから、申



立期間当時は適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、申立人が記憶している同僚２名に照会したところ、回答があった

１名は「申立人が厚生年金保険に加入していたかどうかは不明であり、勤

務してから３、４か月は厚生年金保険に加入させてもらえなかった。」と

している。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録において、申立人が勤務したとし

ているＤ施設及び経営会社と主張しているＫ社については、いずれも該当

する厚生年金保険の適用事業所が確認できない。 

申立期間⑤について、申立てに係る事業所が保管していた申立人の履歴

書及び出勤簿の記載、並びに事業主の主張から判断すると、申立人が申立

期間は当該事業所に勤務していたと認められる。 

しかしながら、事業主は「申立人が臨時雇用であったため厚生年金保険

被保険者の資格取得届は行っておらず保険料も控除していない。」と主張

している上、事業所が保管していた平成５年５月から同年７月までの給与

台帳（写し）によると、申立人の厚生年金保険料は控除されておらず、社

会保険料累計額欄も「０」と表示されていることから、申立期間について

も保険料は控除されていなかったものと推認される。 

申立期間⑥について、申立てに係る事業主及び事業主の妻の証言から、

申立人は申立期間に臨時職員として当該事業所に勤務していたことが確認

できる。 

しかしながら、事業主の妻は「夫と一緒に申立人の採用面接を行った。

申立人から社会保険には加入しなくてよい旨の申出があったため加入させ

ていなかった。」と回答している。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人は、申立期間⑤及

び⑥を含む昭和 53 年１月から平成 19 年４月までの期間は国民年金の法定

免除期間となっている。 

このほか、申立期間①から⑥までについて、申立人の厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1081 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく船員保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年２月 15 日から 48 年６月 12 日まで 

             ② 昭和 49 年９月１日から 62 年９月１日まで 

    私は、申立期間①について、Ａ社（昭和 48 年２月 16 日にＢ社に社名

変更）で、昭和 46 年から 48 年まで月に手取りで５万円から６万円の給

料をもらっていたと思う。社会保険庁の記録どおりの標準報酬では、税

金と船員保険料を支払ったら小遣いを作ることはできない。 

また、申立期間②について、Ｃ社に入社してからは、家族に月８万円

から 10 万円を送金していたと思う。昭和 54 年の結婚時期には結納金と

して 100 万円以上ためていた。結婚後は月 10 万円送金しており、毎年

１万円ずつ送金額を増やしていた。社会保険庁の記録どおりの標準報酬

では、税金と船員保険料の支払をしたら生活することはできない。 

    いずれの申立期間も、標準報酬月額の 1.7 倍から 1.8 倍は月収として

もらっていたので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が勤務していたＡ社は、昭和 51 年に解

散しているほか、当時の事業主及び船員保険事務担当者は死亡しており、

申立人の船員保険料控除額を確認することができない。 

また、申立人の標準報酬月額と、申立人と同じく甲板員として当該事業

所で勤務していた同僚のうち、申立人と同一月に船員保険の被保険者資格

を取得した者の標準報酬月額を比較すると、申立期間について申立人と当

該同僚の標準報酬月額は同額で推移しており、申立人だけが低額であると

いう状況は認められない。 



申立期間②については、申立人が勤務していたＣ社は平成４年に解散し

ており、同社の清算人は、解散から 10 年経過したため関連資料は廃棄し

ていると回答していることから、申立人の船員保険料控除額を確認するこ

とができない。 

また、申立人が保管しているＣ社が作成した昭和 62 年分給与所得の源

泉徴収票における社会保険料等の金額は、社会保険庁のオンライン記録の

標準報酬月額に基づく船員保険料を申立人の給与から翌月控除した場合の

金額と一致する。 

さらに、申立人の標準報酬月額と、申立人と同じく甲板員として当該事

業所で勤務していた同僚の標準報酬月額を比較すると、申立人の標準報酬

月額は最も低額で推移しているが、同時期に同額となっている同僚もおり、

申立人だけが低額であるという状況は認められない。 

加えて、申立期間①及び②において、社会保険事務所が保管する当該事

業所の船員保険被保険者名簿において、申立期間における標準報酬月額の

記録に訂正の痕跡は見当たらず､不自然な処理はうかがえない。 

このほか、申立人がその主張する標準報酬月額に相当する船員保険料を

事業主により給与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺

事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①及び②について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく

船員保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



宮城厚生年金 事案 1082 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 48 年５月１日から同年８月 17 日まで 

私は、Ａ社の新聞広告を見て面接に行き、次の日から働き始めた。同

社における厚生年金保険の加入記録が昭和 48 年８月 17 日から１か月だ

けになっているが、そういうことはあり得ないので、採用された同年５

月からの加入記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に勤務していた元同僚の回答から判断すると、申立人が申立期間に

同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該事業所は既に解散し、元事業主も既に死亡していることか

ら、当該事業所における申立人の勤務実態や厚生年金保険の加入状況につ

いての事実を確認することはできない。 

また、申立期間当時に、当該事業所で厚生年金保険に加入している元同

僚に照会したところ、回答があった４名のうち２名は申立人を記憶してお

らず、１名は申立人を覚えているものの、申立人の厚生年金保険の加入状

況については不明と回答している。 

さらに、元同僚１名は、採用後一定期間経過後に厚生年金保険に加入し

たと回答していることから、当時の事業主は、すべての従業員を入社後直

ちに厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

加えて、当該事業所が加入していたＢ厚生年金基金に照会したところ、

申立人の当該事業所における厚生年金基金の加入記録は、昭和 48 年８月

17 日から同年９月 27 日までとなっており、厚生年金保険の加入記録と一

致している。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除



されていたことが確認できる給与明細書等の関連資料は無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1083 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年１月６日から 51 年５月 30 日まで 

私がＡ社を退職したのは昭和 51 年５月 30 日で、この時に失業保険も

受給した。 

社会保険庁の厚生年金保険の加入記録は昭和 43 年１月６日までとな

っているが、同日以降退職するまでの期間について、厚生年金保険加入

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社における雇用保険の加入記録及び複数の元同僚の証言か

ら、昭和 43 年１月６日以降も同社に継続して勤務していたことは推認で

きる。 

しかし、社会保険庁のオンライン記録によると、当該事業所は昭和 43

年１月６日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、この日より

後に当該事業所が再度適用事業所となった記録も見当たらない。 

また、申立人が記憶している当該事業所の役員２名及び元同僚２名は、

社会保険庁のオンライン記録によると、昭和 43 年１月６日又は同年同月

７日に国民年金に加入し、同月以降の保険料を納付していることが確認で

きるとともに、申立人も 47 年８月 21 日に国民年金に加入し、同月以降の

保険料を納付している。 

さらに、当該事業所は平成８年に解散しているほか、元事業主も既に死

亡していることから、申立期間における勤務実態や保険料控除についての

関連資料や証言を得ることはできない。 

加えて、申立人は、申立期間に給与から雇用保険の保険料を控除されて

いたことについては記憶があるものの、厚生年金保険料の控除については



定かではないとしている。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1084 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年４月から 34 年５月まで 

私は、高等学校を卒業した年の昭和 33 年４月から 34 年５月まで、Ａ

社Ｂ工場内にあったＣ社で働いていた。 

厚生年金保険の保険料を給与から控除されていたと記憶しているので、

申立期間を厚生年金保険加入期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社で働いていたとする元同僚の証言から、申立人が申立期間に、同社

に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｃ社は、申立人の勤務の実態を確認できる資料は無いとしてい

るほか、同社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届等の資

料によると、申立期間の被保険者資格取得者に申立人の氏名は無く、社会

保険事務所が保管する同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿にも、申

立人の氏名は無く、健康保険被保険者証の整理番号に欠番も無い。 

また、Ｃ社で事務を担当していた社員は、「若い人には健康保険と一体

のものとして厚生年金保険に加入させていたが、入社した若い人の中には、

当社に長く勤めるつもりはないと考え加入しなかった人はいた。」と回答

している。 

さらに、当時の同僚は、申立人のことを覚えているが、厚生年金保険の

加入等については分からないとしている。 

加えて、申立人は、申立期間の給与の額は 3,500 円から 4,000 円であり

控除された厚生年金保険料は 90 円ほどであったと記憶しているが、当該

給与額に基づく標準報酬月額により算出した厚生年金保険料額とは一致し

ない。 



このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1085 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年２月 25 日から 47 年５月１日まで 

私は、Ａ社に昭和 46 年２月 25 日に入社し、47 年５月１日まで勤務

したと思うが、社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したと

ころ、申立期間の加入記録は見当たらないとの回答をもらった。 

申立期間当時を裏付ける資料等は所持していないが、間違いなく勤務

していたので、厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に昭和 46 年２月 25 日から 47 年５月１日まで勤務した

と思うが、同社に二度勤務したことはないと主張している。 

また、社会保険事務所が保管する事業所別被保険者名簿によると、申立

期間以前の昭和 43 年 12 月１日から 45 年２月１日までの期間について、

申立人に係るＡ社における厚生年金保険の加入記録が確認できる。 

さらに、昭和 45 年３月 25 日及び同年４月１日にＡ社を退職した同僚２

名は、「申立人と一緒に勤務したことを覚えている。」と証言しており、

特に、同年４月１日に退職した同僚は、「申立人は、私より前に退職した

ことを覚えています。」と証言している。 

加えて、Ａ社は、「申立期間当時の社長は既に亡くなっており、申立人

の人事記録や関連資料は廃棄しており、確認することができない。」とし

ている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1086 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年４月１日から 33 年５月１日まで 

             ② 昭和 34 年４月１日から 36 年２月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、小売業者が登録するＢ組合で厚生年

金保険に加入していた昭和 28 年４月から 49 年３月までの期間について、

ねんきん特別便では申立期間①及び②が厚生年金保険の加入期間になっ

ていなかった。 

申立期間当時は、健康保険証は所持していたし、退職した際には失業

手当を受給した記憶があるので、厚生年金保険に加入していないことは

考えられない。 

給料明細書等は無いが、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の事業主の証言から、申立人が昭和 27 年４月から 49 年３月までの

期間、当該事業所に勤務していたことが認められる。 

また、申立人の被保険者記録が確認できるＢ組合は、「中小企業等協同

組合法に基いて設立された企業組合の組合員に対する健康保険法及び厚生

年金保険法の適用について」（昭和 25 年 11 月 30 日保文発第 3082 号）に

基づき、厚生年金保険法の適用事業所となっていたものであり、同組合の

元経理部長は、「登録小売店の事業主及び従業員の厚生年金保険関係事務

を一括して行っていた。」としている。 

しかし、申立期間当時のＡ社の事業主及び同僚の厚生年金保険被保険者

記録をみると、申立人と同様に未加入期間となっていることが確認できる。 

また、申立人の同僚に申立期間当時の状況を照会したが、厚生年金保険



料控除等についての具体的な証言は得られなかった。 

さらに、当該組合は、平成 20 年に破産手続が開始されていることから

破産申立代理人に確認したが、申立期間当時の関係資料は無く、当時の厚

生年金保険の事務担当者も既に亡くなっており、当時の状況を確認するこ

とができない。 

加えて、申立期間当時、Ｂ組合が加入していたＣ健康保険組合は、「Ｂ

組合が昭和 25 年９月から 49 年３月まで、当健康保険組合の支部に加入し

ていたことは確認出来るが、個人ごとの加入履歴までは確認できない。」

としている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



宮城厚生年金 事案 1087 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 28 年４月１日から 33 年５月１日まで 

             ② 昭和 34 年４月１日から 36 年２月１日まで 

私は、昭和 26 年４月から 63 年５月まで小売業（Ａ社）を営んでいた

が、小売業者が登録するＢ組合で厚生年金保険に加入していた 28 年４

月から 49 年３月までの期間のうち、申立期間①及び②について加入記

録が確認できないとの回答が社会保険事務所からあった。 

Ｂ組合には、Ａ社としての賃金計算及び厚生年金保険料等の納付等の

すべての手続を任せていたので、厚生年金保険被保険者資格の取得や喪

失を繰り返すことはあり得ないし、納得できない。 

給料明細書等は無いが、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した小売業の従事経歴及び証明書により、申立人が昭和

26 年４月から 63 年５月までの 37 年１か月間、Ａ社に勤務していたこと

が確認できる。 

また、申立人の被保険者記録が確認できるＢ組合は、「中小企業等協同

組合法に基いて設立された企業組合の組合員に対する健康保険法及び厚生

年金保険法の適用について」（昭和 25 年 11 月 30 日保文発第 3082 号）に

基づき、厚生年金保険法の適用事業所となっていたものであり、同組合の

元経理部長は、「登録小売店の事業主及び従業員の厚生年金保険関係事務

を一括して行っていた。」としている。 

しかし、申立期間当時のＡ社の従業員の厚生年金保険被保険者記録をみ

ると、申立人と同様に未加入期間となっていることが確認できる。 



また、当該組合は、平成 20 年に破産手続が開始されていることから破

産申立代理人に確認したが、申立期間当時の関係資料は無く、当時の厚生

年金保険の事務担当者も既に亡くなっており、当時の状況を確認すること

ができない。 

さらに、申立期間当時、Ｂ組合が加入していたＣ健康保険組合は、「Ｂ

組合が昭和 25 年９月から 49 年３月まで、当健康保険組合の支部に加入し

ていたことは確認出来るが、個人ごとの加入履歴までは確認できない。」

としている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



宮城厚生年金 事案 1088 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月１日から 42 年８月１日まで 

私は、申立期間、代表者Ａ氏のもとで作業員として従事していた（従

業員６、７人）。 

給与は月２回に分けてもらっていたが、当時の給与明細書は紛失して

手元に無く、同僚の所在も不明であるが、働いていたことは間違いない

ので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主の長女の証言及び申立人の勤務に係る記憶から、申立人が申立期

間の一部についてＢ事業所（代表者Ａ氏）に勤務していたことは推認でき

る。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によると、当該事業所は、厚生年

金保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、事業主の長女は、「父は、昭和 40 年ごろに会社を退職した後、

自営業で６人前後の職人を抱えて仕事をしていた。厚生年金保険の適用事

業所としての届出は行っていないはずです。国民年金に加入していたはず

です。」と証言している。 

さらに、社会保険事務所の記録によると、事業主は、昭和 34 年１月 10

日から申立人の申立期間の一部が重複する 38 年 10 月 29 日までの期間は

Ｃ社、40 年２月 12 日から同年 12 月１日までの期間はＤ社の厚生年金保

険被保険者となっていることが確認できる上、Ｃ社を退職した 38 年 10 月

29 日から 40 年２月 12 日までの期間、及びＤ社を退職した同年 12 月１日

から 58 年４月１日までの期間は国民年金に加入し保険料を納付している

ことが確認できる。 



加えて、申立人が記憶している同僚５人のうち１人は昭和 36 年４月か

ら 61 年４月までの期間、国民年金に加入し保険料を納付していることが

確認できる上、事業主は既に亡くなっており、ほかの同僚４人についても

特定することができず、申立期間当時についての証言を得ることができな

い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1090 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年８月１日から 14 年 12 月 28 日まで 

    私は、平成９年８月１日から 14 年 12 月 28 日まで、Ａ市にあるＢ社

に勤務していた。 

私が申立期間にＢ社に勤務していたことは、Ｃ県から送付された資料

に記載されていることから明白であるので、申立期間を被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたとするＢ社は、社会保険庁の記録では、厚生年金

保険の適用事業所になっていないことが確認できる。 

   また、申立人が名前を挙げた申立期間当時の同僚とは連絡がつかず、Ｂ

社は既に廃業している上、後継会社とみられる事業所とも連絡がつかない

ため、申立人の勤務実態に関する証言等が得られなかった。 

さらに、Ｃ県庁が保管する関係資料では、申立人の具体的な勤務期間等

を確認することはできない。 

加えて、申立期間について申立人に係る雇用保険の加入記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1091 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年８月ごろから 40 年 12 月ごろまで 

    私は、昭和 37 年８月ごろから 40 年 12 月まで、Ａ市にあるＢ社に勤

務していた。 

昭和 38 年に生まれた長男が入院したことがあり、その時に健康保険

証を使用した記憶があることから、厚生年金保険にも加入していたと思

うので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言から、申立人がＢ社に勤務していたことは推認できる。 

 しかし、申立期間当時、申立人と同様の業務を担当していた同僚３名か

ら事情を聴取したが、２名の同僚は、申立人が勤務していたことは記憶し

ているものの、申立人の勤務時期、雇用形態及び厚生年金保険の加入の有

無については不明であるとしている。 

   また、当該同僚３名から、Ｂ社では、入社日から最長で５年程度の期間

を経て厚生年金保険に加入しているとの証言を得ており、当時のＢ社では、

従業員全員について入社と同時に厚生年金保険の加入手続を行っていたわ

けではなかったものと推測される。 

   さらに、申立期間について、申立人に係る雇用保険の加入記録は無い。 

   加えて、Ｂ社に照会したが、「当時の人事記録等の関連資料は廃棄して

おり、当時の担当者も既に退職していることから、申立期間に係る勤務条

件及び保険料控除の事実は確認できない。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1092 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年４月１日から 36 年４月１日まで 

    昭和 35 年４月１日から勤務したＡ社の厚生年金保険加入期間につい

て照会したところ、36 年４月１日取得となっており、申立期間につい

ては加入事実が確認できなかったとの回答をもらった。 

Ａ社には、高校を卒業した昭和 35 年４月１日に正社員として入社し、

給料から保険料が控除されていたので、申立期間を被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＡ社に入社する経緯等に関する説明は具体的であり、申立人が

昭和 35 年４月１日に同社に入社し、37 年４月１日まで継続して勤務して

いたことは推認することができる。 

しかし、申立人は、入社当初から給与明細書をもらえなかったとしてお

り、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認することができない。 

   また、Ａ社において、申立期間後に事務を担当していたとする元従業員

に照会したところ、当時は入社してからすぐに社会保険に加入することは

なかったと思うとしており、当該従業員は入社してから約２年後に被保険

者資格を取得していることから、事業主は、従業員全員について入社と同

時に厚生年金保険の加入手続を行っていたわけではなかったものと推測さ

れる。 

さらに、当該事業所は既に解散しており、元代表取締役に照会したが、

当時の人事記録等の資料を保管しておらず、このほか、申立人の申立期間

における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情



は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1093 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年６月ごろから 34 年 11 月 16 日まで 

             ② 昭和 35 年４月１日から 38 年８月ごろまで 

    昭和 33 年６月ごろから働いていたＡ基地内事務所の喫茶室での厚生

年金保険加入期間を社会保険事務所に照会したところ、申立期間は加入

事実が確認できなかったと回答があった。 

    しかし、上記基地内で働き始めて４か月目から、給料から厚生年金保

険料を毎月差し引かれていた記憶があるので、申立期間が加入期間とさ

れていないことには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時のＡ基地の日本人雇用に関する業務を継承したＢ局Ｃ事務

所が作成した厚生年金資格確認票によると、申立人の厚生年金保険被保険

者資格は昭和 34 年 11 月 16 日取得、35 年４月１日喪失となっていること

が確認でき、この記録は社会保険庁の記録と一致している。 

   また、申立人は、申立期間当時、Ａ基地内事務所の喫茶室で日本人とし

ては一人で同事務所が閉鎖されるまで働いていたと主張しているが、働い

ていたとする時期に関する記憶が曖昧
あいまい

である上、当時、申立人と一緒に勤

務していた日本人の同僚がいないことから、勤務期間等に関する証言を得

ることができない。 

さらに、Ｂ局Ｃ事務所では、申立期間当時の日本人労働者の勤務期間等

に関する書類を保管していないため、申立人の具体的な勤務期間が確認で

きない。 

なお、社会保険庁の記録及び申立人が所持する国民年金手帳の記録によ

れば、申立期間②のうち、昭和 36 年４月から 37 年 12 月までは、申立人



は国民年金強制被保険者として保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1094 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年９月から 37 年５月１日まで 

             ② 昭和 37 年７月１日から 39 年５月まで 

    昭和 36 年９月から 39 年５月まで勤務したＡ社の厚生年金保険加入期

間について社会保険事務所に照会したところ、37 年５月１日資格取得、

同年７月１日喪失となっており、申立期間については加入事実が確認で

きなかったとの回答をもらいました。 

    保険料は給料から控除されていたので、申立期間を被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言及び申立人のＡ社に入社する経緯に関する説明から判断する

と、申立人が同社に昭和 36 年９月ごろから勤務していたことは推認する

ことができる。 

   しかし、申立人と一緒にＡ社に入社したとする同僚は、１か月程度で退

職したとしているところ、当該同僚には同社に係る厚生年金保険の加入記

録が確認できない。 

また、当時の同僚の中には、入社日から約５か月後に厚生年金保険の被

保険者資格を取得している者がいることから、事業主は、従業員全員につ

いて入社と同時に厚生年金保険の加入手続を行っていたわけではなかった

ものと推測される。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険

者原票から、申立人と同時期に同社に勤務していたと考えられる複数の同

僚に照会を試みたが、申立人がいつまで勤務していたかについて具体的な

証言を得ることはできなかった。 



   加えて、当該事業所では当時の人事記録等の資料を保管しておらず、こ

のほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 1096 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年７月ごろから 35 年８月１日ごろまで 

    私は、20 歳過ぎぐらいからＡ社で働いていたが、社会保険事務所で

厚生年金保険の加入記録を照会したところ、当該事業所での加入記録が

無かった。 

Ａ社で一緒に働いていたＢさんは年金を受給しているのに、私の厚生

年金保険の加入記録が無いのは納得できない。 

当時の同僚と一緒に撮った写真、厚生年金保険被保険者証及び国民年

金手帳を提出するので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した写真及び申立人が氏名を挙げた元同僚の証言から、申

立人がＡ社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、上記同僚を含む４人の同僚における厚生年金保険の被保険者記

録をみると、昭和 30 年から 33 年までの加入期間は毎年４月１日（昭和

31 年のみ３月 20 日）から 11 月１日までであることが確認でき、複数の

同僚は、「当該事業所は、冬季は休業していたので、このような加入期間

になっている。」と証言している。 

また、これらの同僚のうちの１人においては、昭和 30 年及び 31 年に厚

生年金保険の加入記録は確認できるが、32 年以降の加入記録は見当たら

ないことから、当該事業所では、すべての従業員について、厚生年金保険

に加入させていたわけではなかったことがうかがわれる。 

さらに、申立人が保管していた厚生年金保険被保険者証の「初めて資格

を取得した年月日」は昭和 35 年８月１日となっており、当該事業所の次



の事業所に勤務した時点で初めて厚生年金保険被保険者の資格を取得した

ことが確認できる。 

加えて、当該事業所は昭和 64 年１月に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっており、後継会社も申立期間当時の資料は保管していないので分

からないとしている上、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


